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宮坂純
我々の立場では，マネジメント・サイクルとして把握される(ただし，資本主義企業のもと
では計画と執行の分離を本質的な内容とする〉管理を形式的には，あらゆる国のすべての個々
の企業において，たとえその内容が異なっていようとも，見出すことができる。この立場は，
方法論的に云えば，一般的なものが個別的なものとして現実には存在していること，そしてそ
の個別的なもののなかに一般的なもの(普遍的なもの)を認識することができること，に依拠
するものであり，個別的なものにはそれぞれ特殊性があり，個別的なものはその特殊性を媒介
として普遍的なもの(一般的なもの〉と結びついている，ということを前提にしている。このこ
とは，ここでの関連でいえば， 日本のそれぞれの企業で、おこなわれている管理(という個別的
なもの〉がある特殊性に規定されて存在しているということを示し，そのような存在によって，
マネジメント・サイクル(とし、う普遍的なもの)と結びつくということを示唆している。それ
では，そのような特殊的なものとはなにか? 特殊性とはそれを欠くならばそれがそれではな
くなってしまうものであり，ここで、は，それは個々の日本の企業の管理(個別的なもの)に共
通したものである。したがって，もしある(そのような共通のものとしての〉なにかが他の国
の企業のなかに見出されないものであるならば，それが日本の企業経営の特殊性となるのであ
り，ここに， 日本的経営が概念としても実体としても成立するのである(図 1-1 参照〉。
(1) これについては宮坂純一著『経営管理の論理』晃洋書房， 1991年，を参照のこと。
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我々の課題は，基本的には， 2 つある。第 1 のそれは，つくられたものとしての組織(体〉の代表と
しての資本主義企業という協働体系の「場」においては管理するものと管理されるものが法律上平等で
あるにもかかわらず，その管理するものと管理されるものが対立し，しかも前者が後者を本質的には支
配しているという関係が存在しているが，それらの関係は，計画化一一組織化一一動機づけ一一統制，
そして参加，というサイクルを媒介として，それぞれの文化のもとで，どのように再生産されているか，
を究明すること，であり，本稿はその 1 つの試みである。
第 2 の課題は，資本主義体制のもとで対立・敵対してしまった計画と執行の分離が再び統一されたと
きに生まれる「新しい」管理のあり方(→自主管理〉の究明である。これは本来は「体制」間比較の課
題としての意義をもっていたが，現在事態が非常に流動的であり，現象としてはかなり不透明な問題に
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(2) 
なっている。
管理における日本的なものについて(上〉
このように本稿では，必ずしも西欧が一般的なものであることを前提にしてその特殊なもの
としての日本を考えるのではなく，管理の一般的枠組とし、う普遍的なものを前提として，その
具体的な実現様式に日本に独自なものがある，とし、う立場をとっている。
かくして，そのような意味での日本の経営に共通してみられる特殊性をあきらかにすること
がつぎの課題となる。ただしこれは困難な作業である。それ故に，その手はじめとして，いか
なるものが日本的なものとしていままで把握されてきたのかを確認する作業をとらざるをえな
いのであり，具体的には，いままで経営学だけでなくその他の様々な文献において指摘されて
きた日本的経営の特質を筆者の問題意識に沿って整理することからはじめることになろう。
2. 共同体的な同調結合の確立
2.1. 背景としての村落共同体
我々は企業を協働の場としてとらえてきた。ただし，資本主義企業におけるそれはあくまで
も資本・賃労働関係に貫かれた協働であり，いままでの分析に従えば， (その協{動の維持を意
味する〉資本主義管理の基本的な特徴として，
1 )管理が労働力の商品化をベースとした労働力の売買関係にもとづいていること，
2) そして，それが計画と執行の分離を内容としていること，
を指摘することができるであろう(図 1- 1，に注目〉。しかしながらこれは資本主義企業全
般にあてはまる一般的特徴であり，その特殊なものとしての「管理の日本的性格J の究明が本
稿の問題となる。
ところで，日本企業の管理においてその他の資本主義諸国のそれとは異なる独特なものがそ
もそも存在するのであろうか? この点，我々は，管理における日本的なものとして， 日本企
業では，管理するものと管理されるものとの間および管理されるものたちの聞に単なる職務上
の関係を越えた長期的な結びつきが存在していることを意識的にあるいは無意識的に前提にし
てそしてその維持をめざして管理がおこなわれていること，したがって，資本・賃労働関係に
貫かれた支配が特定企業において長期的なスパンで貫徹(再生産)されていること，を重要視
する。このことは， 日本の企業が独特な(日本的な) r共同体」になっていること， 日本企業
(2) 現在ソ連・東欧は大きな変動にみまわれ，これからまた新しい「実験」がはじまろうとしている。
今後どのような経済実験がおこなわれていくのか，現在のところ，明白な「青写真」は，当然のこと
として，存在していないが，管理の面から言えば，企業レベルにおいても，計画と執行の分離→対立
が残るならば，それは依然として資本主義経済体制に属するものといわざるをえないだろう。もしそ
れに対して，その対立の解消・止揚の方向に向かう形で管理のあり方が模索されていくならば，それ
は，その名称はどのようなものであれ，資本主義とは異なる「新しいJ 社会が生まれる可能性を示し
ている，と思われる。
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において共同体的な同調結合が存在していること，を意味している。なぜ共同体的な結びつき
が企業のなかにもちこまれたのか，言葉を換えれば，日本企業がなぜ共同体化したのかそして
共同体化され続けているのかーーその解明が本稿の目的である。
あらためていうまでもなく，人々の聞の長期的な結びつきは日本企業に限定されるものでは
なく，たとえば，長期勤続にともなう人々の間の長期的な結びつきが欧米企業においても存在
することはよく知られている。だが日本のそれは単なる長期的な雇用関係ではない。それは，
「共同体」意識に貫かれて，単なる資本家と労働者の経済的な雇用関係以上のものになってい
るのであり，言葉を換えれば， I共同体」的な(すなわち， I共同体」としての企業における〉
長期安定雇用と称せられるべきものなのである。一定の協働体系に「共同体」的な関係が持ち
込まれるとそこでの人々の結びつきは長期的なものとなるのであり，日本企業では，そのよう
な結びつきのもとで，資本・賃労働関係が再生産されているのだ。
たしかに，アメリカでも，会社側とすれば，気心の知れた勤続年数の長い人をで、きるかぎり引き留め
ておきたいしまた事実経営が順調であれば満65才の定年まで解雇しないのであるが，同時に，たとえ大
ν イオフ企業であっても不況になれば「会社都合の一時解雇」が実施されるということは常識になっている。特
(4) 
にブルーカラーのなかには， r レイオフは風邪のようなもの」であり「人生に数度は経験するもの」で
あるという割り切った観念が存在している。
またある調査によれば， ビジネス・スクールの卒業生のうち転職するものは卒業後 5 年で約半数に及
んでいるといわれているし同時に，アメリカでは，試周期聞が名実とともに試験採用のため就職後一
年たってクピになる可能性が高いだけでなく，その後もクピの恐怖がついてまわり，たとえば，世界銀
(5) 
行では毎年全職員の 1~2%がクピを言い渡されているという。したがって，そこには，ある特定の企
業と自己の運命をともにするという意識をもった就職観はみられないし，その会社に「骨をうめる」と
いう自分を会社と一体化するような会社観も，原則として，みられないのである。
松浦秀明氏は，自己の経験から，日本の採用方式を「買取り方式」として，アメリカのそれを「リー
ス方式J として，つぎのように説明されている。アメリカでは， I会社側からすれば社員の採用といっ
ても，試用期間を無事通過した適切な労働力をリースするようなものです。いくら大学出のパーマネン
ト・エンプロイーと格付けした専門職の社員で、あっても，この例外ではありません。経営状態いかんで
(6) 
は，不必要となった機械類のリースを解約するように， レイオフ(lay-oめで対処してしまいます。」
いかなる社会の企業においてもそこで「共通な」目的が設定されそれが追求されていくなら
ば，そこに一種の閉鎖社会→ある意味での「共同体」が形成されそれが維持されていくという
ことは当然の現象であろう。問題は，その「共同体」の内容・性格，である。この点，たとえ
(3) たとえば，小池和男著『仕事の経済学』東洋経済新報社， 1991年，第 3 章，を参照。
(4) 松浦秀明著『米国さらりーまん事情』中公文庫，昭和59年， 36ページ。
(5) 脇山俊著『アメリカ社会の出世競争』産能大出版部， 1978年， 52-54ベージ。アメリカでも(本来
の〉解雇には「正当な理由が必要であることが労働協約に規定されているために，それが非常に難し
くなってきている。そのために，会社都合という名目で(職種・仕事の廃止や縮少を理由と Lて〉解
雇がおこなわれるのであり，これがレイオフである。(千尾将著『アメリカ・ビジネス事情』産能大
出版部， 1982年， 130-134ページ。〉
(6) 松浦秀明著，前掲書， 34ページ。
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ば，丸山真男氏は，周知のように，日本の近代的組織が 1 個の閉鎖的なタコツボになってしま
う傾向を指摘されてこられたが，本稿では，日本企業がゲマインシャフトに擬せられているこ
とに注目したい。
人聞がっくりだしてきた集団についていままで様々な類型化が試みられてきた。たとえば，
F ・テンニース (F. Tönnies) のゲマインシャフトとゲゼルシャフトもその 1 つで、ある。これ
らは，本来， ~シャフトという語尾をもっ他のドイツ語と同じく，具象的には，なにものか
を総体的に共有する人々の総体(共同体〉を意味し，抽象的には，なにものかを総体的に共有
するかぎり人々の聞に成立する関係を意味する「ことば」であったが，テシニースによって新
たな意味を与えられることになった。
テンニースによれば，人間の結合体には実在的有機体的な生命体と観念的・機械的な形成物
の二種類がある。前者がゲ、マインシャフトであり，後者がゲゼルシャフトである。ゲマインシ
ャフトを基礎づける人間の意志は自然意志，ゲゼルシャフトを支えるものは形成意志とよばれ
る。彼によれば，ゲマインシャフトこそが持続的な真実の共同生活であり，ゲゼノレシャフトの
方は経過的な外見上の共同生活であるにすぎない。
ゲマインシャフトの三形態または段階として， 1"血のゲマインシャフト J (家族生活=一体
性)， 1"場所のゲマインシャフト J (村落生活=慣習)， 1"精神のゲマインシャフト J (町生活=
宗教〉が区別されるが，これらに共通していることは，人びとが何らかの形で共同生活を営み，
その一体的な融合のなかで愛しあい，慈しみあって，互いに離れがたく結びあっていることで
ある。血族愛・近隣愛・友愛による全人格的な融合・愛着・信頼こそがゲマインシャフトの本
質であり，そこに打算の働く余地はみられない。
これに対して，ゲゼノレシャフトの特質をなすものは，孤立であり，利益的結合であり，合理
精神にもとづく契約である。その根底には他人にたいする不信があり，利益が得られる範囲内
で他人との結合を図るにすぎない。したがってそこで、は，ひとは自己の提供するものと同等以
上の反対給付と交換するのでなければ，他人のために何かをしようとはけっしてしない。それ
故に，ゲゼルシャフトに参与する人びとは，その組織特有の目的に照応するかぎりでの人格部
分だけで関係しあうこととなり，その結びつきは断片的でゆるく，本質的には疎遠とならざる
をえないことになる。
このようなテンニースの説は，一方でゲマインシャフトとゲゼル、ンャフトを超歴史的類型と
して把握し，他方で、ゲマインシャフトからゲゼノレシャフトへという歴史的類型として使用して
(7) 丸山真男著『日本の思想』岩波新書， 1961年， 138ページ。
(8) テンニースの思想、は，テンニース著杉之原寿一訳『ゲマインシャフトとゲゼルシャフト(上)(下)~，
岩波文庫， 1957年，で知ることができる。
(9) 新明正通著『ゲマインシャフト』厚生閣， 1970年， 3 ページ。
(10) ここでの説明は，本間康平他編『社会学概論(新版)~有斐閣， 1976年， 123ページの整理に拠って
いる。
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いることをはじめとして，し、くつかの点で、批判されているが，人間の社会生活のなかにゲマイ
ンシャフトとゲゼルシャフトという 2 つの社会形式が存在することを明確に打ちだしたことが
高く評価されている。
そしてこの場合，企業は，一般的には，その性格上，ゲゼルシャフトの典型として位置づけ
られてきたのであり，事実欧米では企業はゲゼルシャフトとして存在している。だがそのよう
な位置づけは日本の企業には妥当しないのだ。たとえば，間宏氏は，この点，つぎのように明
言されている。 Iさて， 日本の企業，とくに大企業はどうだろうか。テンニスの分類では，そ
れは当然，ゲゼルシャフトになる。だが，人間関係上の諸特徴をみると，ゲマインシャフトの
色彩が濃くなってくる。従業員の生活丸抱え式の労務管理の下では，人間関係が全人的接触に
近くなる。職務中心でなく職場中心の組織運営の下では，人々の活動範囲，勢力範囲は厳格に
区切られるよりも，相互依存的になる。だから，日本の企業は，テンニスの用語を借りれば，
『擬似ゲマイシャフト』とよぶのが適当かもしれない。」
なぜこのような(日本企業のゲマインシャフト化といった〉主張がでてきたので、あろうか。
ゲマイ γシャフト
以下の行において，そのような主張の根拠，すなわち，なぜ、日本企業が「共同体」化されてき
たのか，をあきらかにし，そしてそのことの意味を検討することにしたい。
共同体という言葉が意味するものは実に多様であり，したがって，あらためていうまでもな
く，共同体はゲマインシャフトに限定されるものではないのであり，日本語としての共同体に
は欧米の様々な概念も反映されている 0・そして，ヨーロッパの発想では，一般的には，共同体
の存在が近代社会とそれ以前の社会を区別するものであると考えられてきた。たとえば，鶴見
和子氏は， (人間社会を前近代社会と近代社会に分ける立場に立つ，アメリカ社会学の代表者
である〉マッキーヴアー (R. MacIver) の所説を検討され， Iテニスの『ゲ、マインシャフト JI ，
デュルケームの『機械的連帯j]，ウェーパーの『伝統的権威j]，レッドフィールドの『フォーク
・ソサイアティ』等々は，前近代社会の結合原理を示したものである。それらのカテゴリーに
含まれる特徴づけを，マキーヴァーとページは，包括的に，共同体(コミュニティ)とよび，
近代社会を特徴づける結合原理としての「結合体J (アソシューション)に対置した。J との
解釈を示されている。同氏の整理によれば，そのような意味での「共同体」はつぎのような結
合原理をもっていることになる。すなわち，
第ーに，個人と個人との結びつきは，それぞれの個人の自由なる意志の選択によるものでは
なく，血縁，族縁，地縁などの個人の選択意志を伴わない仕方(テニスはそれを自然意志によ
る結合とよんだ)で結び合わさっていること，
第二に，個人と個人とは同質性をもって結びあっており，個人の判断は全体の中に埋没して
(11) 津田真徴著『現代経営と共同生活体』同文館， 1981年， 267ページ。
(12) 間宏著『日本的経営』日経新書， 1971年， 18ページ。
(13) 鶴見和子他編『思想の官険』筑摩書房， 1974年， 158ページ。
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いて，まだあらわれていないこと，したがって共同体の中では個体は個体として識別されない
こと，
第三に，共同体内の生活は，各個人が役割拡散的であり，ひとりの人聞がさまざまの仕事を
するように期待されていて，専門化，特殊化の度合が低いこと，
第四に，一つの共同体の中で、衣食住に最低必要な活動は充足され，共同体は単位集団として
も役割拡散的であり，専門化，特殊化していないこと，したがって，共同体は自己完結的であ
り，閉鎖体系であること，
であり，共同体的な人間結合においては，個人化がみられずまたあっても極めて限定されたも
のであったことがあきらかにされている。
本稿ではそのような共同体のなかで特にゲマインシャフトに注目するのであるが，この点，
そのゲマインシャフトを念頭に置いた，資本主義生産様式は，それまでの生産様式と，それが
共同体として形成されずまたそのうえにうちたてられていないという点で，決定的に相違して
いる，との「周知の」解釈，がある。このことを明確にあきらかにしたのが大塚久雄氏で、あり，
同氏は，マルクスの論文「資本主義生産に先行する諸形態」に学び，つぎのように定式化して
いる。 I封建的生産様式の崩壊，他面から言えば，資本主義的生産様式の発生と言う変革点を
境界として，世界史はある意味で大きく二つに分けることができる。と言うのは，この変革点
を境界としてそれ以前の生産様式は，それぞれの特殊性はあるにせよ，いずれも根底において
‘共同体， Gemeinde として結成され， その上に打ちたてられているのに対して，それ以後の
生産様式はそうした‘共同体'的構成を全く欠いているとし、う決定的な相異を両者の間に見い
だすからである」。
この論理に従えば，資本主義生産様式は共同体構成を欠くことになるとし、うだけでなく，そ
こでは，マッキーヴァーたちの解釈と同じように，共同体の崩壊にともなって(すなわち，資
本主義の成立とともに)自立した個人があらわれてくるということが前提にされ議論が展開さ
れている。ただし，これ自体はヨーロッパ的な発想にもとづく抽象化の過程で概念化された普
遍的なものである。現実の資本主義諸国はそれぞれの国の文化的民族的伝統のうえに成立して
いるのであり，ある国の資本主義生産様式は，その国の資本主義以前の生産様式との相互作用
(14) 向上書， 158-159ページ。
(15) 大塚久雄著『共同体の基礎理論』岩波書店; 1955年， 3 ベージ。
(16) r大塚にあって，社会主義社会構成全体も共同体的構成を欠くものとみなされ，商品生産が止揚さ
れたのちの新しい共同体の成立が無視され，同時に，原始共同体の解体と階級社会の成立にともなう
共同体の再編の問題が，後にみるように，明確にされていないが，資本主義社会構成体のもとでの共
同体の欠如を指摘したかぎりにおいて正しいといえよう。J (福武直監修『社会学講座 2~ 東大出版，
1978年， 18ページ。
(17) rアメリカ社会学の近代化論の主流J からも「大塚久雄のマルクスおよびウェーパーの共同体論」
からも「共同体が崩壊しなければ，自立した個人はあらわれないとし寸結論がみちびかれる。 J (鶴見
和子他編，前掲書， 162ページ〉。
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のもとで，形成されていくのであろう。このことは，当然のこととして，日本にもあてはまり，
日本では日本の特殊的条件のもとで，資本主義的生産様式が実現されていった。それでは，資
本主義生産様式の中核を占める企業は，この点，日本においてどのような存在なのであろう
ゲマイ Yシヤプト
か? それが，一言で云えば，企業の共同体化なのである。
ゲマイ γγ ヤフト
ヨーロッパ的な発想、にたてば，人聞社会は，古い共同体(具体的に云えば，村落共同体)が
崩壊してはじめて，近代化されていくことになり，そこでは， (旧い)農村と(自由を意味す
る)都市が対立的にとらえられている。このヨーロッパ的発想が正しいものか否かは容易に論
じられるものではないが，日本では， í事実」として，近代になってもその(表裏一体として
の相互援助と相互牽制を特徴とする)村落共同体が消滅されなかったし，都市と農村は必ずし
も対立する存在ではなかったので、ある。資本主義生産様式の成立後も，ゲマインシャ'フトとし
ての村落共同体は(解体を余儀なくされたが)決して解体されることなく，つい最近まで「存
続」してきたのであった。しかしこれは本来の意味での存続ではなく，そのことは，見方を変
えれば， í農業を中心としてかたちづくられてきた村落共同体」が，資本主義生産様式の確立
のなかで，農民の小商品生産者化とプロレタリア化として， íいわばなしくずし的に解体して
いったJ ことを意味している。このような村落共同体の中途半端な解体が日本において企業が
共同体化していった 1 つの大きな経済社会的背景であり，企業の共同体化を可能なものとした
いわばその必要条件であった。
そのような(すなわち，共同体化せざるをえなかった)存在としての企業は，いうまでもな
く， í生産手段としての土地の『共同所有』と， (これによって労働力自体の生産と再生産が共
同的形態を通じて現われるところの) Ií共同労働~J にもとづく村落共同体とは，その性格上，
全く異なるものである。だが，村落から追い出されたプロレタリアートは，村落共同体の代わ
りに，企業に，精神的安定そしてまた様々な社会的欲求の充足の可能性を，言葉を換えていえ
ば，共同体的世界を，もとめたのであり，都市に住みはじめた賃労働者は，依然として， í意
識の面では共同体的な関係にしがみつき，あるいは『古き良き日』へのノスタルジアを強めJ
(18) I経済的社会構成体の概念は，<抽象力>によって構成された，普遍的概念であることが忘れられ
てはならない。アジア的生産様式にせよ，近代ブルジョア的生産様式にせよ，現実には多様な形態を
とって存在しているのである。さらに，一国規模においても，純粋な資本主義的生産様式が存在して
いることはなく，資本主義以前の生産様式が，多かれ少なかれ存在し，資本主義的生産様式はそれと
の相互作用のうちにあるのである。また，現実の資本主義国は，それぞれの国の文化的・民族的伝統
のうえに成立しているのであるが，資本主義的社会構成体の概念は，このような多様な民族的特質を
捨象した概念にほかならない。J (福武直監修，前掲書， 16ページ)。
(19) 松本健一著『共同体の論理』第三文明社， 1978年， 15ページ。
(20) 間庭充幸著『共同態の社会学』世界思想社， 1978年， 23ページ。
(21) 松本健一著，前掲書， 21ページ。
(22) 福武直監修，前掲書， 47ページ。
(23) 安田三郎他編『基礎社会学第N巻』東洋経済新報社， 1981年， 90ページ。
(24) 石田雄著『日本の政治文化』東大出版， 1979年， 110ページ。
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ていたために，その企業に，従業員として(言葉を換えて云えば，共同体の一員かのごとく〉
組み入れられていったので、ある。この意味で，企業は(そこの従業員がそれに「共同体J とし
て関与する〉擬似共同体なのである。
ただし，この擬似共同体はなにも企業だけに限定されるものではない。これはっくりだされ
たものであり，それは，大塚久雄氏の用語で云えば，具体的な共同体を本質的に支える共通な
「集団性の外枠」としての共同態(ゲマインシャフト)を意味し，日本の多くの集団にあては
まるのである。このことは，大塚氏の経済史学的な共同態概念を発展的に解釈し社会学的に再
構成した間庭充幸氏によって，ヨリ明確にあきらかにされている。間庭氏によれば，日本人の
意識と行動を深いところで規定している集団原理はゲマインシャフトリッヒなものであり，村
落共同体がその共同体的原理にもとづいて新たに構成された集団が共同態で、ある。共同体的原
理が貫いているかぎりそこに生じる集団はすべて共同態今日本的ゲ、マインシャフトなのであり，
企業も当然にそのような集団の 1 つである。したがって，日本企業は共同態としてゲマインシ
ャフトの系譜に属し，その一般的性格を共有している。
それでは，その共同体的原理とはなになのか? 間庭氏は，日本の村落共同体を念頭におい
て，つぎのような原理を抽出されている。
(1)互換的共同関係の原理
メンバーが相互に依存しあわなければならないために，集団的結束力=統一性が強いこと。
ただし，このことは，共同体がクローズド・システムであり，そこに個が完全に埋没し主体的
な選択原理が全く存在していない，ということを意味していない。
(2)集団聖化の規範
氏神信仰を媒介として集団生活を神聖化し，場合によっては個人を犠牲にしても特定集団を
永続させようとする思考や行動様式が濃厚であること。
(3)同統的序列関係の原理
共同体内部には生活上の必要から上下関係が生じるが，これは単純なタテ関係ではなく，上
位者も下位者も同じ集団に所属しているという一体感によって支えられた同統関係(一体的な
上下関係〉が貫かれていること。
このように，日本では， I互換的共同関係J (ヨコの関係)と「同統的序列関係J (タテの
関係〕が「集団聖化の規範」を軸として互に媒介しあうことによって，きわめて同質性(一体
性〉の高い共同体が形成されたので、ある。そしてそのような共同体の再編としての共同態は，
(25) 大塚久雄著，前掲書， 4-5ページ。
(26) 間庭充幸著，前掲書， 16ページ。
(27) 間庭充幸著『日本的集団の社会学』河出書房新社， 1990年， 74ページ。
(28) 間庭充幸著『共同態の社会学~， 23ベージ。
(29) 向上書， 26-33ページ。
(30) 向上書， 33ベージ。
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一方で，日本の共同体の特質として極めて同質性が高いというだけでなく，他方で，血縁的地
縁的キズナに拘束されていないという点で，その共同体と相違しており，また，地域性を必ず
しも構成要因としていないという点で，コミュニティとも相違している。
ここにあらためて疑問が生まれる。すなわち， 日本ではなぜ(ヨーロッパ世界では起こりえ
なかった)企業という共同態が生じたのか，という問題である。これは企業の共同体化を可能
性から現実性へと転化させた(企業の共同体化の)十分条件の解明である。我々は，そのよう
な条件として，日本におけるプロレタリアート創出過程の独特さ，そして経営者によるイエの
論理の持ち込み，に注目したい。
日本の歴史は，明治維新政府の「上からのJ 資本主義化政策によって土地を奪われ都市へ流
出し賃労働者にならざるをえなかった旧農民層が共同体から追いだされることになったことを
ものがたっている。彼らには戻るべき共同体が存在しなかっただけで、なく，主として彼らは単
身で村から離れたために「共同体」形成の「基盤」たるべき「家」もなかったので、あり，その
ためにヨーロッパのように都市型共同体を形成することもできなかった。経営者によってイエ
の論理の持ち込みがおこなわれそれが「成功」したのはそのような事情のためであり，これに
よって企業の共同体化の機縁がつくられたので、あった。以下詳細に検討してみよう。
2.2. 日本的なプロレタリアート創出過程
資本主義生産様式の成立には二重の意味での自由な賃労働者の存在が必要である。この場合，
自由な賃労働者とは， (1)生産手段から解放されるという意味で，自由な賃労働者，そしてまた，
(2)人格的な束縛から解放されたという意味で，自由な賃労働者，を意味するが，そのような状
況は，歴史的には，本源的蓄積によって創出されたものであった。自由な賃労働者=プロレタ
リアートの創出過程は，マルクスによって，典型的な形をとってあらわれたイギリスを例とし
て，分析されている。
マルクスによれば，封建社会のなかから創出された資労働者はつぎのような人々であった。
すなわち，
( 1 ) 封建社会の直接生産者
(1) 農村の生産者，すなわち農民
(2) 同職組合の手工業親方
(3) 徒弟・職人
CID 非直接生産者
(1) 封建家臣団
(31) 向上書， 24-26ページ。コミュニティの(たとえば，それが個の確立を妨げるか否かをも含めた〉
解釈は実に多様であり，その一端は，鶴見和子編，前掲書，第 4章や安田三郎他編，前掲書，第 4章
に示されている。
(32) 津田真徴著『日本的経営の論理』中央経済社， 1977年， 166-167ページ。
(33) 本稿では，村串仁三郎著『賃労働原論』日本評論社， 1972年，第 7 章における整理を利用している，
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(2) 奴隷化されていた遅れた社会の住民
がそれである。これらのなかで，賃労働者創出過程の基礎となったのは農民層であるが，彼ら
(土地を収奪された〉農民は，一般的には， 3 つの範暗からなっていた。
(1)基本的には，労働地代を支払い土地に従属し，身分的・人格的自由をほとんどもっていなか
った，農奴，
(2)農奴的従属から解放され，人格的・身分的に一応自由であり，生産的地代あるいは貨幣地代
を課せられていた，農民=隷農，
(3)土地への農奴的束縛から解放され，労働力に対する自由をすでに所有していた，自由な自営
農民，
がそれである。そして，イギリスで、は，賃労働者の創出は自由な自営農民の土地収奪によって
一元的におこなわれたので、あった。
これに対して，日本では土地収奪の対象は隷農であり，彼らが賃労働者の基本的な供給源と
なった。そしてその他に，封建的な職人ギルドの解体にともなう手工業職人と封建時代の支配
層と Lての地位を失った土族層(特に，下級武士)も賃労働者の供給源であった。
日本において本源的蓄積のテコとなったのは1873年(明治 6 年〉の地租改正条例である。こ
れは近代的な財政制度を確立するための措置で、あわ農民は，私的な土地所有権を確認される
とともに，地祖を納める義務を課せられた。だがその地祖は地価の100分の 3 という高率だっ
たために，高額地祖を納められず借金をして支払いその借金未返済のため土地をとりあげられ
たり，地祖未納のため土地を競売に付され土地を喪失する農民が続出し，そして土地を収奪さ
れてプロレタリアートに転落した農民は寄生地主制のもとで小作人になるか賃金労働者となる
ほかなかったのであった。
小作人となった農民層は，彼らの所得が，一般的に言えば，当時のただでさえ「劣悪な農民
世帯の生活を維持するのにも足りな」いものであったために，いわゆる潜在的な過剰人口とし
て，我が国の労働力の重要な供給源となっていった。これは明治末期の頃であり，具体的には，
農家の次・三男層(分離型)と男子の短期出稼ぎと女子の通年出稼き(未分離型)がそのよう
な賃労働者を構成していた。
したがって，このような状況のもとで創出された受労働者の賃金は， Iひとつにはもともと
劣悪な農村の所得と生活水準に規定されて，またひとつには自ら過剰人口の圧力を強くうけ
(34) 向上書， 224ページ。
(35) 塩田庄兵衛編『改訂労働問題講義』青林書院新社， 1981年， 69ページ。
(36) 同上書， 69一70ページ。
(37) 村串仁三郎著『賃労働政策の理論と歴史』世界書院， 1978年228ページ。
(38) 塩田圧兵衛編，前掲書， 69ページ。
(39) 同上書， 153ページ。
(40) 隅谷三喜男編『日本人の経済行動(上)Jl東洋経済新報社， 1972年， 95ページ。
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てJ， r一世帯全体の生活を維持するにはとうてい足りない」低水準のものにならざるをえなか
った。日本においては(ヨーロッパのような〉世帯主を含む農民が一家をあげて離村し賃労働
者化することは，基本的には，なかったのであり，このことが一一単身者としての従業員がい
ままで、属していた共同体に代わるものを企業にもとめたことによって一一企業の共同体化を具
体的なものにしていった大きな要因となったのである。
「自由」の第 2 の側面としての封建的身分的束縛からの解放は，基本的には，農奴制の廃止
によって農民が人格的自由を与えられることを意味する。この点，日本でも，明治維新政府に
よって，封建的身分的障害が撤去され，労働者の人格的自由が認められ，職業選択の自由が公
認され，労働力の自由な処分権が保障されることになった。したがって，ここに，賃労働者は，
たしかに形式的ではあるが，資本家と対等・平等な人格として労働力の売買の契約をとりかわ
すことができるようになったので、あわ日本においても，資本・賃労働関係が再生産されてい
く基盤がっくりあげられた。しかしながら，その「契約」の意味が日本と欧米ではかなり相違
し，そのことが日本の資本・賃労働関係を特殊なものにしているのだ。
ただいこのことは必ずしも(よく言われているように〉日本人のなかに契約精神が欠如し
ていることを意味するものではないのであり，その「契約」の実体が日本では欧米と比べると
かなり相違しているということにすぎないのである。欧米では，経営側から云えば，契約で同
意した所定の賃金を支払うことによって一定の(限定された)仕事が遂行されること以上のこ
とを期待していないし，労働者側からいえば，限定された仕事を遂行することによって所定の
賃金をうけとること以上のことを期待していなし、。だがこれに対して，日本では，入社契約に
よって無限定な仕事をめぐる人格的結合がはじまったと考えられている。すなわち，日本にお
いては一定の時間に対して一定の労働能力だけが売買されるとし、う意識が極めて弱いのであり，
これは企業という協働体系へ個々人が機能的に参加するのではなくいわば全人格的に参加して
いることを意味している。このことは誓約書に典型的に示されており，ここではまさに企業へ
の所属なのである。
この点，三戸公氏はつぎのようにまとめられている。「日本の企業における従業員の参加の様式は，日
本の社会が資本主義的生産様式をとっているかぎり，労働力の売買という契約関係であらざるをえない。
だが，それは欧米のように純粋なかたちをとっていない。契約関係でありながら，しかもなお，契約関
係以上のもの，あるいは奇妙な表現であるが契約関係以外のものといったような企業への参加様式を呈
している。その特徴的な表現は，誓約書と特殊な賃金形態としての賃金体系である。入社時に従業員は，
(41) 塩田庄兵衛編，前掲書， 153-154ページ。
(42) 村串仁三郎著『賃労働原理~， 226ページ。
(43) 村串仁三郎著『賃労働政策の理論と歴史~， 202-207ページ。
(44) 中根千枝著『タテ社会の人間関係』講談社新書， 1967年， 159ページ。
(45) これについては，道田信一郎『契約社会』有斐閣， 1987年，第 1 章参照のこと。
(46) 千石保氏は，これを，能力の売買という「財産契約」と縁あっての「社員身分契約」として対比さ
れている。(千石保著『比較サラリーマン論』東洋経済新報社， 1977年， 178-179ページ。〉
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誓約書を会社に出す。欧米の場合，会社と労働力の売買に関する契約書を相互に交わす。その内容は職
種ないし職務，賃金ないし給与，労働時間，休憩時間，休日，年金，不平処理等々であり，双方の署名
で完結する。ところが，日本では次のような内容の誓約書を本人，保証人連署のもとに差し出す。
契約関係によって企業の従業員になり，協働体系に参加するということは，諸個人が独立の人格者と
して各人のもっている労働力を契約条項に従って，自己の意思のもとに消費するということである。各
人は自己のもつ機能を企業に契約の範囲で提供するのである。契約に基づく参加は，限定的な機能的参
加である。これに対して，誓ぞのもとに企業に参加するという関係は，各人が企業に全人格的に所属し
帰属するという参加様式で、あるI ~J 
そしてこのことは同時に我が国では資本家と労働者の聞に「権利」の関係についての意識が
存在しないということも意味してい2: すなわち，経営者は従業員に対して「権力」をもって
いるが，その労働を「請求する」権利をもっている，とは考えなかった。また同じく，従業員
は経営者に対して賃金を「請求する権利」をもっているとは考えず， r働かせていただく」
「お給金をいただく」と考えていた。このような「伝統的な」関係は，第二次大戦後民主主義
が侵逐し「権利と義務の価値体系」が主張されてきたにもかかわらず，今日でもいまだに根強
く残っている。
なぜこのようなことが生じたのか? これに対してはつぎのように答えることができるであ
ろう。
一般的に〈ヨーロッパの発想では)， 共同体のもとでは個人はそれに従属するものとみなさ
れ，独立した存在としてみなされなかったので、あり，その意味でそこには個の確立がなかった。
資本主義の成立はそのような共同体の否定によって可能となったのであり，その社会の成立と
は独立した個人の確立を意味したのであり，それによって契約意識・慣行も生まれることにな
るのだ。そして事実少なくともヨ{ロッパではそうであった。
だが日本では共同体が必ずしも崩壊せずに中途半端な形で残り，また一ーすぐ後であきらか
にするように一一一企業のなかに共同体的関係が持ちこまれた(=争経営者によってイエの論理が
持ちこまれた〉ために，上述の意味との個の確立をみることがなかった一ーただし日本的な意
味で個は確立していたともいえるのであり，これについては後に詳しく述べる一ーのである。
日本において人格的に真に平等な(今ヨーロッパ的な〉契約関係が再生産されてこなかったの
はそのためで、ある。
2.3. 企業家(経営者〉によるイエ意識の強要
(47) W現代の日本的経営』有斐閣， 1982年， 100-101ページ。
(48) 千石保著，前掲書， 48ページ。
(49) この点，山田一郎氏のつぎの主張は傾聴に値する。 I契約の当事者を客観的に支えるものが，自由
と平等の原理に立つ“市民社会"に外ならない。この市民社会は，人類が社会を形成して以来，積み
重ねた長い原始からの歴史という大きな代償を払って到達した，自分たちがその中で生くべきだと是
認した社会のピジョンで‘ある。
この類型から外れた現代社会は，その体制が資本主義であれ，社会主義であれ，いずれは崩壊の危
機に襲われるであろう。J (山田一郎著『日本的経営の批判』第三出版， 1976年， 121ページ)。
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日本の工業化はなによりもまず明治政府による「試行錯誤」的な殖産興業政策のなかで「上
から」推進された。これは，主として，江戸時代に富を蓄積してきた商人たちが(家業の維持
・家産の増殖という伝統的な「理念」に縛られ)その資金を近代産業に投資しようとはしなか
ったために，明治政府自身が重要な産業部門において官営諸事業を創始しなければならなかっ
たという事情によるものであろう。たとえば，富岡製糸所，釜石製鉄所，などが官業の代表的
な事例である。
このように日本の工業化は，先進欧米諸国と異なり，政府主導型として，すなわち，政府が
企業家的職能の担い手となることによって，はじまったが，やがて民間のなかからもその推進
者があらわれはじめた。いわゆる「本来の」企業家がそれである。ただし，彼らはいくつかの
タイプに類型化されるのであり，たとえば， I 日本工業化の特徴」を考慮に入れるとつぎの 4
つのタイプに整理される。
(1) 指導者型企業家。すなわち官界から民間実業界に転出し，国家的立場から多くの近代産
業の発達に主導的な役割を演じた企業家である。渋沢栄一，五代友厚がこれにあたる。
(2) 政商型企業家。かれらは政府に資金を融通すると同時に，国庫金取扱を行ない，あるい
は政府の必要とする物資やサービスを提供し，これにともなう特権的な保護によって発展の契
機をつかんだ。その代表として三井組，安田善次郎，岩崎弥太郎，大倉喜八郎らをあげること
ができる。
(3) 技術者型企業家。近代産業は外国からの先進技術の導入によって創設されたため，科学
技術に通じた技術者的企業家が不可欠の存在となった。たとえば，紡績業の山辺丈夫，菊池恭
三，製紙業の大川平三郎，電気業の藤岡市助らである。
(4) 地方名望家型企業者活動。 I一定の教養と批判力」をそなえた豪農のなかから，維新後，
地方政治のリーダーになったり，農業指導にあたるとともに，地方銀行や地方企業の創設・経
営に従事するものがあらわれた。たとえば明治初年各地に出現した器械製糸業者はいすやれも地
方名望家であり，また二千錘紡績に関係した伊藤小左衛門，両国良一郎，川村伝兵衛らもその
事例である。
これらの数多くの企業家にとって，企業活動は， J ・ヒルシュマイヤ-&由井常彦氏によれば，
単に「利潤追求」のためのものだけでなく「産業自立のためJ I殖産興業のため」であった。
そこで、は，日本のためという経営ナショナリズムが理念としてうったえられたので、ある。事実
(50) 11 日本経営史を学ぶ( I )j]有斐閣， 1976年， 49ページ。
(51) I江戸時代の商人にとってもっとも重要なことは，家業を維持し，家産を増殖することであって，
このためには家業からの逸脱，新規事業への進出はきび、しく戒められてきた。J (向上書， 69ページ。〉
(52) 向上。
(53) 11 日本経営史講座 2 j]日本経済新聞社， 1976年， 22ページ。
(54) 11 日本経営史を学ぶ( I )j], 69一70ページ。また，近代企業家が， (1)動乱期の機会を手中にした商
人タイプ， (2)いわゆる「政商」タイプ， (3)中央における実業家タイプ， (4)地方的な実業家， として類
型化されることもある。 (11 日本経営史講座 2 j], 28-36ベージ)。
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そして，彼らはナショナリズムの意欲・情熱によって近代企業を起業し初期の企業者的困難に
たち向かっていたといわれている。
このことが当時可能となったのは明治維新が(西欧のようにブ、ノレジョアジーではなく〉下級
武士層によって遂しとげられたためで、あり，その事実が企業家の価値観に大きな影響を与えて
いったので、ある。三戸公氏によれば，明治維新によってっくりあげられた国家はいままでの藩
(国〉を単位とした家から日本全体を 1 つの家とする構造への転換(倣い拡大)であった。す
なわち， I藩とし、う家が幕末に下級武士に担われて，強兵のために国を富ましめ，そのための
国産奨励・洋式工業の導入という殖産興業が推進されていった。その西南雄藩の下級武士たち
が幕府を倒して， 日本全土を天皇家を宗本家とする固とし、う家国家を形成し，藩という家のた
めの，殖産興業・富国強兵をそのまま諸外国に対する富国強兵の国是としておしすすめた。こ
こに封建制から資本制の移行の根底に家の論理が貫かれ，産業化・利潤追求が国事とされ，国
益中心理念が蔑祝された金儲けを完全につつみこみ，昇華せしめ，封建倫理・封建イデオロギ
ーがそのまま生かされて資本家社会の形成がなされていったので、ある。」
下級武士を中心として組織された明治政府によって，新しい社会制度の建設にあたって藩と
いう家(イェ)がモデルとされ，これが国家にまで拡大され，具体的には，一方で、，国家とい
う家を繁栄させるために工業化が押し進められ，他方で，家国家観が様々な教育を通して国民
に植えつけられ，その結果，日本という国が天皇制共同態として再編成されていくことになっ
たのだ。だがこのような家(イエ〉をモデルとした共同体化は企業自体(その内部構造)にも
あてはまるのである。
明治初期の企業家たちの出自(出身階級)は，現実には，商人，農民，武士，と様々であっ
たが，彼らの企業活動のモデルとなったのは事実上商家の経営であった。
江戸時代の商家経営は，営利を目的としてしかも家業として，おこなわれていた。その家業
は「イェ」の観念によって裏づけられている。 Iイエ」は 1 つの制度体であり，婚姻によって
成立する集団としての家族とは異なり，血縁的系譜性よりも「イェ」そのものの系譜的連続性
が重要視され，それによってイエの存続と発展がはかられてきた。 Iイェ」は経営体であり生
(55) J ・ヒルシュマイヤー・由井常彦著『日本の経営発展』東洋経済新報社， 1977年， 182ページ。
(56) 1"藩という名辞は，明治になって旧幕領に対して旧大名領を指すものとして初めて公称されたもの
だという。版籍奉還・廃藩置県。江戸時代，藩と呼ばれ，領と呼ばれ，家と呼ばれた。藩は家であっ
た。毛利家・島津家・山内家・伊達家，そして家臣団は家中と呼ばれ，藩の法を家法，執政を家老と
呼んだ。 J (三戸公著『家の論理 2 j]文真堂， 1991年， 38-39ページ。〕
(57) 向上書， 47-48ページ。
(58) 間庭充幸著『日本的集団の社会学j]， 74ページ。
(59) W 日本経営史を学ぶ( 1 )j], 82ページ。
(60) 間宏著『日本的経営の系譜』文真堂， 1989年， 33ページ。これ以降，親子・兄弟の核家族を中心と
して理解されている現在の家との区別を念頭において， 1"イエ」と記述する。
(61) r 日本経営史講座 1 j]日本経済新聞社， 1977年， 205ページ。
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活共同体であった。
家業を中心とした経営体としての商家では，その運営に必要な人聞がイエの構成員として認
められていた。具体的には， Iイエ」の構成員とはまず直系の子孫と傍系の親族(血縁者〕で
ありそして非親族の奉公人(非血縁者〉もそうであり，さらには限定された一時期ではあるが
一部の奉公人(下男や下女〉も構成員であった。そこでは， (下男や下女を除く)子飼の徒弟
的奉公人は単なる使用人ではなく，家長とのオヤ・コ関係下におかれ，実の親子に準じた待遇
が与えられていた。このことを象徴的に示しているのが別家制度である。彼らは，たとえば，
丁稚一一手代一一番頭として奉公したあと，主家から「のれん分け」をされ，一人前の独立自
営業者となった。これが，傍系親族の「分家」と区別される， I別家」である。本家を中心と
してその分家や別家が同じ「のれん」を守りたすけあい存続していく(同族団としての)集団
一一これが(商家の) Iイエj であり，それはそこに属する人々の社会生活の主要な舞台とし
ての生活共同体でもある。
このように商家で、は非血縁者である奉公人にも主家の繁栄をめざした献身的な奉仕が期待さ
れそれが現実にもおこなわれていたのであり，我々は，そこに集団(=争イエ)に対する「高い
帰属意識」を見出すことができる。
そして，この「イエ」観念が明治時代の企業家の活動のなかで拡大解釈され， Iイエ」の擬
制としての企業があらわれてきたのである。たとえば，このことは， 1870年代から90年代のは
じめにかけて官営工場を安く払い下げられた三井・三菱などの特権商人たちがそのような工場
を家業として経営したことに典型的に示されている。これは， I常に『イェ』と結びつき展開
されてきた『家業jJ 観念が，近代企業家のなかに，受容されていったことをものがたつてい
る。
ただし，明治時代の終り頃になるとイエの観念がし、ままでのそれとは徴妙に違ってきたこと
も事実である。なぜなら，以前のイエでは血縁者だけでなく非血縁者も家族としてその構成員
となることができたが，明治民法(1898年・明治31年実施)のもとでは，血縁者だけが家族と
して認められるようになったからである。このことは，以前ならば当然のこととして「イェ」
の構成員として自他ともに認められた(非血縁者である〉奉公人が制度的にはイェから排除さ
れることになったことを意味する。ここに，そのような奉公人を従業員として「イェJ (=争企
業)につなぎとめておくためにあらたなイデオロギーが必要になってきた。これが「第 2 次大
(62) Il'日本経営史を学ぶ( 1 )~. 208ページ。
(63) 彼らを非家族イエ構成員としてその存在を重要視しているのが三戸公民である。(三戸公著『家の
論理 1~ 文真堂. 1991年. 135ページ〉
(64) ただし，あらためていうまでもなく，イエの観念は，商家だけでなく，武家にも農家にもみられた。
(65) 間宏著，前掲書. 35ページ。
(66) Il'日本経営史講座 U. 211ページ。
(67) Il'日本経営史を学ぶ(l )~. 82ページ。
(68) 三戸公著『家の論理 2~. 33-34ベージ。
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戦前の日本的経営の代表的なタイプ」として今日常識化している「経営家族主義」の形成であ
り，このことは，たとえ家が制度的には新しく規定されることになったとしても， rイエ」観
念が経営者たちによってすでに明治の初め頃に意識されていたことをあらためて示している。
今日の研究によれば，経営家族主義は明治末に導入されはじめ，第一次大戦前後に広く普及し
ていったといわれている。
近世後期の商家のもとでの「イェ」と明治後期以降の「イエ」の変化を明確に指摘されたのが中野卓
氏である。明治40年代に展開した経営家族主義における「イェ」は原型としてのそれと異なっているの
だ。なぜ、なら，明治民法によって西欧的な所有観念が導入され，法律上の「家」が戸主およびこれと一
定範囲の親族的続柄をもっ人々にだけ限ると規定されたからである。ここに，民法上，家長およびその
家族と奉公人の聞に身分上の断層の拡大が生じた。企業に即して言えば，奉公人を被雇者従業員として
原型としての「イエ」から排除しながら， I家族的」というイデオロギーで擬制した組織に編入しよう
ファミリ
とする「二重構造」の成立である。これ以降の家族主義的経営とは日本の「イエ」と西欧の「家族」の
抱合物としての「家=家族」制度にもとづく企業経営となったのである。
経営者たちはこの時期になぜイエの論理を企業に持ち込んだのであろうか? これは，なぜ
経営家族主義なるものがこの時期に成立したのであろうか? という問題でもある。
資本主義企業における経営は，一般的に言えば，本源的蓄積の過程，原生的労働関係の過程
を経て，近代化されてきたので、あり，このことは日本にもあてはまる。原生的労働関係は長時
間労働と低賃金に代表される劣悪な労働条件に特徴づけられていたものであれそのような原
生的労働関係のなかから経営家族主義が形成され，経営の近代化へとつながっていったのであ
った。経営家族主義の形成の直接の原因としていくつかのことを指摘できるであろうが，ここ
では工場法の制定に注目したし、。なぜなら，極めて劣悪な労働条件のもとに置かれていた労働
者の保護を目的とした工場法の制定によって経営の近代化がはじまったといわれているだけで
(69) 間宏著，前掲書， 123ページ。
(70) 安藤喜久雄他編『日本的経営の転機』有斐閣， 1980年， 14-15ページ。
(71) 中野卓著『商家同族団の研究 第二版(上)~未来社， 1978年，第 3 章。ただし，本稿の解釈は，
津田真徴著『日本的経営の擁護』東洋経済新報社， 1976年， 21-23ページに拠っている。
(72) 三戸公著『家の論理 21 96ページ参照。
(73) 明治34年 (1901年〉に調査がおこなわれ36年に政府によって公表された「職工事情」は我が国最初
の労働白書というべきものであるが，そこには我が国の原生的労働関係下の時期の実態があきらかに
されている。小島健司氏によれば， r職工事情』の諸記述のなかから，原生的労働関係における資本
の専制的労働者支配の諸形態をつぎのように要約することができる。
1 雇用における強制とごまかし
2 過度に延長された労働時間
3 労働強化と賃金形態の機能
4 賃金の切下げとただ働き
5 人権を侵害した懲罰制度と労務管理
(小島健司著『現代の労働問題』青木書店， 1981年， 102-112ページ〉。また「職工事情」については，
『生活古典叢書 4 職工事情』光生館， 1971年によって知ることができる。
(74) I工場法の成立も近代的労使関係成立の大きな契機である。J (三戸公著『家の論理 2~， 108ベージ〉
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なく，工場法をめぐる状況のなかに日本的なものを見出すことができるからである。
経営家族主義の形成を促した現実的動機が，岡本幸雄氏によって，つぎのように整理されている。
「すなわち，それは，明治20年代およびその後の企業の急速な発展による労働市場の拡大を前提とし
て，①一企業単位雇用量の増大による労使聞の密接な関係の議離=企業内労使関係の変化，②明治初期
企業にみられた労働者意識の未熟な段階から，いわゆる労働者(階級〉意識への変化とその高揚，@し
たがって散発的・一時的なものにもせよ同盟罷工の発生にみられる労働運動の台頭，④労働市場の拡大
をみたとはいえ，急速かつ多数の工場の出現による熟練・技術職工の不足，この不足による職工の移動，
流動化現象と賃金上昇傾向の惹起，⑤明治30年代およびその後の企業の集中・合併による経営・労務管理
統一化の必要性などの諸点である。そして，以上のごとき諸動機に基づいて資本家・経営者に経営家族
主義を強く意識せしめたので、あったが，この意識の面において留意すべきは，先述の全般的な社会の時
代背景のなかで，経済・産業界の指導者あるいは資本家・経営者にことのほか儒学的教養に深いかかわ
りあいをもっ人たちの少なくなかったことである。論語に経営の指針を求めてやまなかった渋沢栄ーは
その典型人物の一人であり，三重紡績の伊藤伝七，倉敷紡績の大原孝四郎，鐘淵紡績の武藤山治などが
その若干の事例である。経営家族主義の形成を考える場合，時代背景とともに，この企業への導入に主
体的にとりくんだ資本家・経営者層の思想系譜と行動も無視できないであろう。しかして最後に，@経
営家族主義理念の顕在化とその実体化への直接の契機となったものは， 1887年(明治20年)以後の『工
場法』制定への社会・政治的動向にほかならなかった。」
我が国において工場法が制定されたのは，その必要性が明治10年代の前半頃から議論されそ
の制定への準備がはじまっていたにもかかわらず，明治44年であった(ただし，その施行は大
正 5 年であった〉。 この工場法の主要な内容は，
第一に， 12歳末満の者の就業禁止
第二に，女子，年少者いわゆる保護職工の労働時間制限
第三に，女子，年少者の深夜業禁止
第四に，女子年少者にたいする休日，および休憩時間の規制
第五に，女子年少者にたいする危険有害作業への就業禁止
第六に，病者，産婦の就業の制限または禁止
第七に，工場・寄宿舎の危険，有害，風紀を害することの予防，除去
第八に，工場・寄宿舎等への官吏の臨検
第九に，業務上の負傷，疾病，死亡への扶助
第一Oに，罰則
で、ぁ吹女子・年少労働者の保護に中心がむけられ，労働者全般にわたる賃金，労働条件の最
低規制は無視されているし，労働条件の規制はあっても賃金にたし、する保護規定は，まったく
なかった。しかも，女子・年少者にたいする保護規定も不十分であるし，そのうえ，適用を除
外する例外規定があり，さらに15年の長期にわたる猶予規定がもうけられるなど，形式をとと
(75) W 日本経営史を学ぶ 1 11, 257-258ページ。
(76) 小島健司著，前掲書， 127ページ参照。
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のえただけで，実質を失っていた。
この工場法はその制定までに30数年(そして施行までに約50年)という長い道のりのなかで，
結局は，労働組合の立場から言えば， IW工場法本来の精神は殆んど全く無視せられJ 欧米の
工場法とくらべれば「比類なき劣等の地位を占むる』ものだし， W世の所謂骨抜案といふので
はなく，肉も悉く殺ぎとられて，僅に一片の皮膚に依て工場法の名目を全ふするに過ぎないJ]J
ものになってしまった。
工場法が，今後改善する出発点として，ただ「有は無に優る」という意味でしか存在意義が
ないものになってしまったのは，経営者たちが工場法制定の動きに対して一貫して激しい反対
の立場をとり続けたためで、あった。経営者たちの反対理由はつぎの 2 つの点に集約される。
(1)深夜業の廃止や雇用年令制限等を内容とする工場法の制定が，産業の発展を抑え，企業利潤
の減退を招くこと(すなわち，ここには，現在は欧米列強に負けずに日本資本主義を発展させ
なければならない時期であり，そのために，労働者も「お国のため」に耐乏しなければならな
い，という経営者の主張がある)，
(2)工場法が制定されれば， 日本固有の美風である主従，師弟，家族親子のごとき労使関係，そ
こに存在する徳義，情誼，温情が失われ，これが西欧的権利義務のなかに没して，労使紛争の
もとになること，
がそれである。
ただし，経営者たちはただ反対するだけでなく，工場法の制定は時代の流れとしていずれは
避けられないものであると観念するなかで，新しい管理様式を準備していった。それは前述の
第 2 の反対理由に関連するものである。間宏氏によれば，その主張は， I原生的労働関係への
非難が人道主義，温情主義の立場からなされていたことに対する，経営者の温情主義の立場か
らの反批判であった」。しかもこれは，まったくのっくりごとではなく，たとえ，フォーマルに
制度化されていなくても，扶助救済，治療，教育，娯楽などの温情的措置は，たしかに実施さ
れていた。そして，労働力不足，熟練労働者の定着・熟練労働者の養成の必要，といった資本
の論理の現実的要請をうけて，そのような「温情主義の伝統を汲みつつ，それを個人的・断片
的な措置から，組織的・総合的管理施策へと転換をはかったところ」に誕生したのが，経営家
族主義だったので、ある。
経営家族主義の具体的内容は，たとえば，間宏氏によってつぎのように整理されている。す
なわち，
(1)そこでは資本家・経営者と従業員との関係を親子になぞらえ，両者の利害は決して対立す
(77) 同上書， 128ページ。
(78) 向上。
(79) これについては，たとえば， ~日本経営史を学ぶ I~， 258ページ参照。
(80) 間宏著『日本的経営の系譜~， 105ページ。
(81) 同上書， 106ページ。
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るものではなく，一致するものだと主張され(労使一体論)，そしてこのような情誼によって
結ぼれた家族的労使関係は，欧米のように金銭によって結ぼれた契約的労使関係とは異なり，
世界に誇るべきわが国の伝統的美風である(家族主義イデオロギー〉との認識があること，
(n)こうした基本的立場によって，個々の経営方針も貫かれていること〔たとえば，①家にお
ける長幼序列のように，企業でも経営社会秩序として年功が重視されている(年功制〉。 また
雇用関係も親子と同様に「一生の縁」と考えられている(終身雇用)。③経済的給付にしても，
実質的には年齢と性別に応じて，いいかえれば家族内の地位に応じて，賃金額の多少が決まっ
ている(家族制度的生活給〉。④賃金実額は，大企業においても非常に低ししたがってそこ
から老後や不時の出費のために貯蓄しておくことはむずかしい。そこで，それらについてはそ
のつど必要に応じて，公傷病救済制度，結婚祝金，出産祝金，退職手当といった形で支給され
る。あるいは，日常生活についても，社宅や物資購買施設で，実質的な援助が与えられている
(福利厚生制度)]，
である。
これは，一言でまとめれば，従業員に対する温情的生活保障政策であり，その実体は家族的
温情主義であった。こうした施策を比較的はやく打ちだしたのは，鐘紡，国鉄，王子製紙，な
どであり，それらは，社会保障がほとんど存在していなかった当時，貧困な農家から押しださ
れ不安定な生活をおくらざるをえなかった多くの労働者のなかに経営帰属意識を高めるために
大いに役立つたといわれている。したがって，それらの施策のなかで最も基礎的なものは福利
厚生制度であるということになる。津田真徴氏の「生活共同体としての基礎原理」から類推す
れば，それらは，基礎性の点で，つぎのような相関をもっている。
基礎性
家族制度的生活給
年功制
終身雇用 告リ
福利厚生制度
しかしながら経営者側の導入の直接の目的の 1 つで、あった「従業員の定着の向上」という
観点、からみれば，・多くの従業員は年功賃金のために特定の企業にとどまらざるをえなかったと
いうのが「実態J に近いのでないだろうか一一これについてはまた後で、述べることになろう一
一。ともあれ，この経営家族主義「方策J は， 19世紀にヨーロッパ諸国において生じた問題，
(82) 向上書， 124ページ。
(83) 向上。
(84) W 日本経営史を学ぶ 1 j , 261ページ。
(85) 間宏著『日本的経営の系譜j， 125ページ。
(86) 津田真徴著，前掲書， 28ページ。
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コミユエテイ
すなわち，工業化途中の社会が新たに生まれた工業労働者を新しい社会にどのような条件で組
(8の (88)
みこんでいくかという問題，に対する日本的な解決方法だったのである。
このように経営家族主義は経営者によって「強い意図をもって意識的に作られたもの」であ
る。このことは，資本の論理の貫徹のために「イェ」の論理が経営者によって企業にもちこ
まれたこと，すなわち， r新しい家族的な擬制J (共同態)が「っくりだされたこと」そして
それによって従業員のなかにイェ意識が強要されたこと，を意味している。そして，この経営
家族主義(=争経営者によって企業にもちこまれたイエの論理)は法律によって守られ(認めら
れ〉その存在を正当化され従業員のなかに強制的に植え続けられていったので、ある。資本・賃
労働関係(資本主義企業のもとでの管理するものと管理されるものの関係)が主従関係として
再生産されていったのだ。
明治の終り頃から(第 2 次大戦)敗戦までの我が国の企業経営の歴史は，この経営家族主義
が多くの企業のなかに，それがどの程度当初の目的を達成したかは別として，具体化されてい
ったことを示している。このことは，本稿の問題意識に沿ってまとめると，熟練工の必要のた
めにまた人員の定着を望んだ経営者たちによって，当時の状況の判断のもとで，イエ意識の拡
大をめざして意識的にっくりだされた経営家族主義(今一家主義) (イェ共同体の創造〉が，
単身者でありまた村落共同体の出身者で、あるために(故郷では共同体が完全に崩れずに残って
(87) R. Bendix, Work and Authority in Industry , ]ohn Wiley & Sons, 1956, p.471. (ベンデ
4 グス著，大東英祐他訳『産業における労働と権限』東洋経済新報社， 1980年， 441ページ〉。
(88) 駒井洋著『日本的経営と異文化の労働者』有斐閣， 1987年， 23ページ。
(89) 奥田健二著『人と経営』マネジメント社， 1985年， 338ページ。
(90) 企業にもちこまれたのはイェ制度そのものではなく，イエをイエたらしめているもの今イエの論理
であり，それによって従業員にイエ意識が注入されたのである。このイエの論理は，三戸公民によっ
て，つぎのようにまとめられている。 r近代的経営であり資本制的企業である日本企業は，その先行
形態としての前近代の経営体であり前資本制的生産様式である家共同体と，経営体としては極めて多
くの類似性・共通項をもっ。その類似性・共通項を家の論理として体系化すれば，おおよそ次のよう
にとらえるであろう。
1 ，家は共同体であり，経営体である。
2 ，家は何よりもまず永続性を願う経営体であり，維持繁栄こそ経営体の基本目標である。
3 ，家の成員は，家の盛衰をわが盛衰とする家族と，家族として認知されない非家族とからなる。
4 ，家のために，家族は誠私奉公する。
5 ，家は家業をもち，家業は家長の家族と家産の統督によって営まれる。
6 ，家長と家族との関係は親子関係であり，親子関係とは恩情と専制の命令に対する絶対服従と庇護
の家父長的性格である。
7 ，家の組織原則は階統制と能力主義である。いかなる統に属するかによって処遇に差別があり，
また階統制一本では家の維持繁栄は不可能であるから能力主義原則もまた不可欠とする。
8 ，家は，家族に撲をし訓育をほどこす。
9 ，家は，家憲・家訓をもうけ，家風が生じる。
10，家は，分家・別家を生み，本家と分・別家との関係は親子関係である。分・別家は，それぞれ本
家となって分・別家を生みうる。また，有力な家を頼って親子関係を結ぶ寄家・寄子も成立する。
この本家・分家・別家・寄家の親子関係で結ぼれた集団は同族団を形成する。/
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いるために)共同体にあこがれをもっていた従業員のなかに，実際には年功賃金のために特定
の会社に長期間にわたって勤めざるをえなかったという経済的事情が大きな要因となったと思
われるが，ある程度「受容」された，との経営者の理解のもとで，経営が続けられていったこ
とを意味している。第 2 次大戦後アベグレン(1. Abeglen) によって終身雇用として再発見
され評価されたのはこれだったので、ある。
このように日本企業では，ムラ共同体(ムラ意識)とイエ共同体(イエ意識)がいわば重層
的に存在してきたのであるが，それはし、かなる意味で重層的に存在しているのであろうか。こ
れに関して，たとえば，岩田龍子氏は， Iイェ」と「ムラ」の相互関連として，
(1)資本主義的経済関係の発展によって，多くの“ムラピト"が伝統的な集団から大都市に「押
し出されJ，都市の第 2 次集団に「新しいムラ」をもとめ，企業に包摂されたこと，
(2)これに対して，経営の上層部には企業を家産の維持を目的とする家業とみなす“イエ"意識
が存在していたこと，
(3)企業の中・下層部に「ムラ」意識(今集団主義的志向〉が存在していたために，彼らの集団
意識を吸いあげてそれを管理政策に組みこむことができたこと，すなわち，経営家族主義の施
策を「イェ」の成員以外にもおしひろげることができたこと，
(4)経営上層部が“イェ"を重視したのは事実であるが，このことは，彼らが，組織の構成員の
すべてを“イェ"の一員と考え，彼らとの問に“暖い感情的融和"を求めたということを意味
するものではなし将来最高幹部の一員となることを期待されるごく少数の人材が，“イエ"
の潜在的構成員と考えられたにすぎ、ないので、あり，経営家族主義の観念としての“暖い感情的
融和"と“家の永続のための厳しい禁欲や統制"のうち，まさに後者こそが彼らの“イエ"意
識の中核をなしていたこと，
(5) 日本の経営組織の内部に， “感情的融和"を求める傾向が存在したとしても，それは経営上
層部と組織構成員との聞の関係ではなく，むしろ経営の中・下層部にみられた仲間意識，すな
わち一種の集団意識であり，ムラ意識とイエ意識は，経営上層部と経営の中・下層部の双方に，
相互に深く浸逐していたのではなく，ひとつの経営体の内部にこの両者が徴妙にからみあって
存在したにすぎないこと，
11，家は， Ii'ウチとソト』の意識を生み， Ii'格』の意識を生み， Ii'分』の意識を生む。J (三戸公著『家
の論理 1 j], 309-310ページ〉。
(91) 隅谷三喜男編『日本人の経済行動上j]， 116ページ。
(92) 三戸公著『家の論理 2 j]， 106-107ページ参照。
(93) 経営家族主義の形成と展開については，間宏著『日本労務管理史研究』御茶の水書房， 1984年，を
参照。
ゅの この点，奥田健二氏は，多数の資料の検討のうえに， I戦前のわが国の産業界において『経営家族
主義或は温情主義』が経営者の思想を一色に塗りつぶしまた労働者もその主義を受け入れ企業に対
する忠誠に徹してきたという『思いこみ』或は先入観は，実態を正しく把えた見解とはなし得ない」
と主張されている。(奥田健二著，前掲書， 387ページ)。
(95) J ・アベグレン著，占部都美監訳『日本の経営』ダイヤモンド社，昭和33年，第 2 章。
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(96) 
を指摘されている。
だが，この点に関しては，ムラ共同体へのあこがれが企業の共同体化の必要条件で、あり，イ
エ意識のもちこみがその十分条件の 1 つである，との本稿の立場から言えば，当初はムラ意識
とイエ意識はそれぞれ別の回路に属するものであったかもしれないが，次第にムラ意識とイエ
意識がブレンドされ，言葉を換えれば， (イエ意識がムラ意識を包みこむ形で〉イエ意識によ
ってムラ意識が薄められ，企業全体が共同体化していったと考えられる。日本の企業の従業員
が「ウチ」と「ソト」の区別をはっきりともっていることはよく知られているが，これは，た
とえ，強制的にもちこまれたものであるとしても，イエ意識が従業員のなかに侵透しているこ
とを証明している。ただそのこ主が可能になったのは，歴史的に言えば，ムラに由来する集団
主義が存在していたためなので、ある。
植村省三氏はこの「ムラ」と「イエ」の関係をつぎのように説明されている。「日本的経営の特質の源
泉を『ムラ的関係』に発する集団主義か，あるいは『イエ的関係』に発する家族主義のいずれかである
かとの，しばしば展開される論議は，必ずしも意味があるとは思われない。家族主義は，ムラ的関係に
発する集団主義がムラ以外の集団にまで適用されていくばあいの促進要因であり，補強要因でもあった
わけで、ある。例えば戦前における天皇中心の国家主義は， 日本の圏全体を『イエ』とみたてることによ
って家族主義と密接に関連しつつ国民の一体的結合による国家への忠誠をひき出そうとするものであっ
た。明治以後第 2 次大戦終結に至るまで温存・強公されてきた家族制度は，このような関係のうえにい
っそうこの家族主義の機能を強めるために意識的にっくりあげられた 1 つの社会制度だとみることがで
きる。
かくして日本の文化要因の特徴をなす集団主義は，くムラ的関係を原型としこれを『イェ』的思考
にもとづいて強化することによって日本社会のあらゆる生活集団に拡大適用され， 日本人の共通の価値
観として定着し，長い歴史的過程を経た現在もなお基本的に存続している。それは『イエ』的関係を擬
制した集団への没ぽ的な全面的帰依であり，全人格的な埋没である。それは『個の確立』とはおよそ
対照的な状況である。J
かくして，従業員たちの村落共同体へのあこがれを背景としたイェ意識の強要によって人々
の長期的な結びつきが企業内にもちこまれることになったが，これは，第 2 次大戦後，農地改
草によって旧い「共同体」の崩壊がヨリ促進され，多数の人々が農業を捨てて工業労働者とし
ての途を選択せざるをえなくなった時点で、も，新しい「共同態」としての企業社会のなかで再
生産され続けていくのである。なぜ、か? それに対してはつぎのように答えることができるで
あろう。すなわち，人々の長期的な結びつきのもとで、は，当然のこととして，その結びつきの
ブツ的「土台」となる共同体(今集団)の存在が重要視され，その集団(二争企業〉の存続に第
一義的な価値を置く集団主義的行動あるいは規範・心理特性が形成されたが，そのような規範
はすぐに消失するものではなく，それを前提として，戦後の昭和20"-'30年代前半にかけて伝統
的な経営制度が再編されたりあるいはまた様々な新しい経営制度が「輸入」構築され，それを
(96) 岩田龍子著『日本的経営の編成原理』文真堂， 1977年，第 2 章参照。
(97) 植村省三著『組織の理論と日本的経営』文真堂， 1982年， 88-89ベージ。
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媒介として「共同態」が定着してきたのだ一一経営制度の詳細な検討は別の稿の課題である一
』ーと。
したがって，管理における日本的なものの確立今企業の共同体化には，基本的には，つぎの
ような 2 つの段階があることになる。
(1)明治以降に企業のなかに長期的な結びつきがもちこまれた時期。これが企業の共同体化の
はじまりである。
(2)第 2 次大戦後の日本的経営の確立・完成期。これは旧い「共同体」が「完全に」くずれて
いくなかで企業が「共同態」として明確に位置づけられてし、く時期である。そしてその場合に
利用されたのがイデオロギーとしての集団主義であった。これ以降，イデオロギーとしての集
団主義が積極的に利用され，経営制度を通して共同態としての企業が再生産されていくのであ
る。
イデオロギーとしての集団主義とはなにか? それは，日本人の行動様式は欧米人のそれと
は異なるのだという考え方が，その真偽はともかく，独り歩きし「常識」化したことを意味し
ている。そして企業でもそれが利用され， Planning-Organizing-Motivation-Control とし、
う一連の管理機能に具体化され， r集団主義」規範が定着していったのだ。ここに日本人の行
動特性とはなにかを検討することが必要になってきた。そこで次節においてそのようなものと
して具体的にいかなるものが指摘されてきたのかを内外の文献を参照して整理し，最近の注目
すべき概念としての間人主義の検討を通して，日本人の行動様式といわれている集団主義の内
容をあきらかにすることにしたい。これらは資本・賃労働関係の日本的実現形態を支えるもの
である。
(続)
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